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森林教育実施主体としての
林業研究グループの現状と課題
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要約：近年，一般市民を対象とした森林教育の充実が望まれる中，林業普及指導事業にも森林教育の実施主
体として機能することが期待されつつある。林業普及指導事業では，1990 年代より，普及の対象に一般市
民を加えるとともに，一般市民を対象とする普及活動においては，林家や林業研究グループが直接的な実施
主体として機能することが企図されてきた。本論文に際しては，こうした現状を踏まえ，まず，林業研究グ
ループの現状を把握し，それをもとに，林業研究グループ自身が森林教育の実施主体としての活動を望むも
のであるのか，さらには，その機能を有するものであるのか否かを検証し，そして，この機能の充分な発揮
を妨げる要因を把握することを主な目的としている。調査は，全国の全ての林業研究グループ（1,487 グルー
プ）を対象として，郵送による質問紙法によって実施した。その結果，①多くのグループで活動が停滞しつ
つある。②休眠あるいは解散を余儀なくされるグループが頻出している。③グループの多様化が進み，活発
なグループとそうでないグループの格差が増大しつつある。④会員規模の減少などの事態を招きつつある。
という林業研究グループの現状が明らかとなった。さらに，森林教育の実施については，①既に一定のグルー
プが実施実績を有すること，②しかしながら，一般市民を対象とした実践のための研修等については極めて
不十分な状況にあるということが確認され，林業研究グループは森林教育の実践主体として期待される存在
でありながらも，実践の充実を期する上では多くの課題を有することが明らかになった。
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1．　は じ め に
　近年，青少年層を中心とする一般市民を対象とした森林
教育の充実に対する期待が高まりつつある。この状況には，
大別して二つの背景が存在する。
　一つは，自然環境の破壊や汚染・消失などについての危
機感が，地球レベルから個々人の生活レベルに至る様々な
スケールあるいはステージにおいて高まりつつある現状か
ら，森林の保全に関する社会的コンセンサスがしだいに醸
成され，それに伴って，森林保全に関する知識や情報の共
有が共時的にも経時的にも重視されてきたということであ
る。もう一つは，若干の増加傾向を見せつつあるとはいえ，
未だ極めて低位に留まる木材をはじめとする各種農林産物
の自給率の低さ，従事者の減少や高齢化等々がわが国の農
林業の停滞を招いていることである。これは，生活の安全
保障の面からも，農林業というわが国の文化を保護すると
いう面からも看過しうる問題ではなく，国民生活における
農林業の重要性に関する認識をより多くの人々がもちうる
体制の整備が必要であるということに起因している。
　森林教育の充実については，学校教育機関，国および都
道府県試験研究機関，森林組合等々の各主体により種々の
試みが為されつつあるが，その充実度は充分なものとはい
えない現状にある。
　こうした中で，わが国における林業普及指導事業1） にも
強い期待が寄せられている。
　わが国における林業普及指導事業は，木材生産の合理化
と安定化を通じて林家の私経済に寄与することを目的とす
る国と都道府県の共同事業として 1949 年に開始され，今
日に至るもの2） である。この事業展開の中で，普及対象で
ある林家・林業関係者の自主的・自律的組織化が強く希求
され，1960 年に発足に至ったのが林業研究グループ（以下，
林研グループ）である。すなわち，林研グループは，普及
対象として措定される一方で，個々の林家・林業関係者に
対しては普及の実施主体としての役割も期待されてきたも
のであると見なすことが可能である。
　1960 年当時，ほぼ全ての地方自治体において設立され，
3,000 を越すグループ数を誇った林研グループも，長引く
林業不況や地方自治体の合併などにより数を減じている。
　しかしながら，2009 年時点においても 1,500 近いグルー
プ数を保ち，構成員（会員）数も 3万人余りを誇る組織は，
森林・林業関係団体の中では希有な存在でもあり，森林教
育実践の充実を期する上での期待も強く寄せられるもので
ある3）。
　林業関係者の代表たる彼ら（林研グループ会員）が蓄積
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してきた知識や技術に学ぶとともに，森林保全の現場の担
い手としての彼らが直面する諸課題を森林教育の俎上に載
せることも森林教育に課せられた使命であろう。
　こうした現状認識に立脚し，本調査研究に於いては，今
後の森林教育実践の充実を期するにあたり，林研グループ
がその期待に応えうるものであるのかどうかを検証するこ
ととした。
　中心的に用いた基礎資料は，筆者らが全国林業研究グ
ループ連絡協議会4） および全国林業改良普及協会の協力を
得て実施したアンケート調査の結果である。
　本稿では，まず，林研グループの現状を把握し，その後
に森林教育の展開に資する意志を当該組織がもつものであ
るのかどうか，そしてそれらを支える条件の有無について
検討を行った。
　なお，林業普及指導事業については，紙野（1984）5），船
越（1991）6） 等が，林家経済あるいは林業経営を巡る政策視
点から整理を行い，関岡（1997）7） がその歴史的展開過程を
踏まえ，1990 年代における事業基調の転換を指摘してき
たところであるが，林業研究グループを直截に対象とした
研究はこれまでには認められない。
2．　林研グループの現状と課題
　⑴　調査概要
　今回の調査は，2008 年 10 月末から 2009 年 6 月末にか
けて，全国林業研究グループ連絡協議会（以下，全林研）
が 2008 年度現在把握している全ての林業研究グループ
（1,487 グループ）を対象に実施した。有効回答数は 495 グ
ループ，回収率は 33.3％となった（表 1）。
　⑵　林業研究グループの現況
　まず，各林研グループの設立年について概観したい。多
くのグループが前身となる別組織から生まれた経緯をもつ
が，ここでは現在のグループ体勢をとった時期について尋
ねた（表 2）。
　表 2に示されるように，設立時期については特に目立っ
た偏りはなく，様々な時期に設立されたグループが混在し
ている現状が明らかになった。
　特に，1990 年以降に設立された若いグループが全体の
半数近くを占めていることが特徴といえるだろう。
　一方で，1960 年の林研グループの制度的なスタート以
前から活動を開始しているグループの存在も確認された。
林業普及指導事業の一環として実施された「青年の山」整
備推進事業8） や農業分野における 4Hクラブ9） 等の諸施策
が成立を促したものであることが推察される。
　グループの設立の経緯については，表 3に示されるよう
に，「自発的に結成」したとする回答が大勢を占め，次い
で「普及職員の勧め」によるとする回答が続き，林業普及
指導事業の重要性が示唆される結果となった。
　なお，「その他」とする回答には「森林組合（職員）の勧
め」によるとするものも少なからず存在し，普及指導事業
の展開や地域林業の振興に森林組合が果たす影響と責任が
小さなものではないことも併せて確認された。
　この設問では，グループ設立のきっかけとなったものの
うち，特に強いきっかけとなったものを併せて尋ねている
が，総計の傾向とは異なり，各都道府県に配置される林業
普及指導職員の勧めによって結成したとする回答が過半数
を占め，林研グループに対して普及指導事業が果たす役割
の大きさを改めて示唆する結果を得た。
　次に，グループの代表者について，その性別・年齢層・
職業等の諸属性について概観した（表 4）。
　表 4に示されるように，概して農業・林業等の第一次産
業従事者が大勢を占める中で，年齢別には 50～70 才代と
高齢層に偏倚している傾向が明らかになり，農山村，ある
いは農林業従事者の高齢化傾向を示す結果となった。また，
性別については，約 90％を男性が占め，圧倒的に男性優
位の傾向が明らかになっている（表 4）。
　次に，事務所等の確保および会則の有無について尋ねた
（表 5）。この設問は，組織としての成熟度・充実度を推量
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するために設けたものである。
　事務所等の活動の拠点となる施設を保有しているかどう
かという問いに対しては，表 5にみられるように，「自前
で保有」とする回答は僅か 6.9％にとどまり，「森林組合や
役場等に常時確保」という回答と合わせても 24.8％という
低い値に留まっている。活動の拠点である事務所機能を他
の組織や機関，あるいは個人に依拠している現状が明らか
になったことになる。また，会則については，約 80％の
グループにおいて設定されていることが分かった。もちろ
ん，中には形骸化したものも含まれることが予想されるも
のの，多くのグループにおいて単なる親睦団体ではない組
織形態がとられていることも明らかになった。
　グループの財源（活動資金）については，表 6に示され
るように，会員から拠出された会費をもって充てている傾
向が強い（74.1％）が，林研グループとしての独自の事業
展開を図り，その事業収入によって運営されているグルー
プも 36.6％に上ることが明らかになった。「行政からの支
援」とする回答も約 36％に及び，林研グループの活動を
担保する上での行政の役割の重要性が示唆される。なお，
「その他」には「森林組合からの支援」とする回答が散見
され，ここでも森林組合との連携の重要性が明らかなもの
となった。また，表中の「総計」の合計欄に見られるよう
に，回答割合は 186.5％に及んでおり，複数の財源を確保
しているグループが多いことも明らかになった。
　次に，グループの財産については，表 7に見られるよう
に「無し」とする回答が多くを占める（47.1％）一方で，山
林を所有するグループの存在も明らかになった（15.2％）。
共有林や入会林等の組合が母体となって林研グループが結
成されたケースと，「青年の山」の造成が契機となり結成
されたグループであると推察される。
　また，それぞれの回答は低位に留まるものの，高性能林
業機械（3.2％）や製材機械類（2.0％），木工・木材加工機械
類（3.0％），木材乾燥設備類（0.8％）など，大きな資本投
下が必要とされる財産を保有するグループも存在すること
が明らかになった。一方で，「コンピューター等の情報機
器類」を保有しているとする回答は約 4.4％と低く，情報
化の進展がめざましい社会情勢の中での不安材料である。
　大阪府を除き，全ての都道府県毎に設置されている林業
研究グループ連絡協議会（県林研）10） への加入状況につい
ては，表 8に見られるように，約 82.8％と多くのグループ
が既に加入しているものの「加入意志無し」とする回答も
無視できない値を示している（8.9％）。
　今回の調査が全林研の協力の下で実施されたものである
というバイアスを考え併せれば，実際には，「加入意志無し」
とするグループが全体に占める割合はさらに高い値を示す
ことが推察され，県林研や全林研が各林研グループ（単位
林研）に及ぼしうる影響や，ひいてはその存在意義につい
て再検討を行う必要性が示唆される結果となった。
　ただし，県林研への加入年代について見ると，表 9に示
されるように，近年になって加入したグループが多いこと
も事実であり，今後の展開に期待されるところであろう。
　また，近年の傾向として，林研グループ数自体が減少傾
向にあるが，この傾向が単なる消滅であるのか，あるいは
平成の大合併と呼ばれる市町村合併や，それに伴う森林組
合の合併などに歩調を合わせるものであるのについて尋ね
たのが次の項目である（表 10）。
　この結果によれば，合併を実施した経験をもつグループ
は 12.9％にとどまり，「近く予定」とするものと併せても
18.4％となっている。
　つまり，林研グループ数自体の減少は合併によるもので
はないことが示唆され，長引く林業不振やグループの財源
の確保・会員の高齢化などに伴う種々の要因により解散・
消滅に至ったグループが多いことが推測される。
表 7　財産
表 8　県林研への加入状況
表 9　県林研への加入年代
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　⑶　会員の概況
　次に，各林研グループの会員の現況について概観したい
（表 11）。
　今回の調査で把握された会員総数は，13,093 名にのぼり，
これを会員数について回答のあったグループ数で除すれ
ば，1グループ当たりの平均会員数は 27.3 名という結果と
なった（最小会員数：1名，最大会員数：577 名）。
　表 11 に示されるように，会員規模が 10 名未満というグ
ループが 29.5％であり，これに 20 名未満のグループを加
えると，全体の 62.4％を占めることが明らかになった。
　また，これら会員数の動向については，表 12 に示される
ように減少傾向にあるグループの存在が顕著であり（47.1％），
さらに表 13 に見られる会員の年齢構成からは会員の高齢
化傾向が明らかであることが判明し，このことから，組織
の継続・充実のためには若手会員の参入が喫緊の課題であ
ることが示されている。
　今回の調査では，会員一人一人の情報は得られていない
ため，平均年齢等は把握不可能であるが，本来若手林業者
の組織である林研グループが本来の姿を失っていること
は，組織および活動の継続性を担保する上でも看過できな
い状況にあることを示唆する結果となっている。
　さらに，こうした傾向を裏付けるデータとして，会員の
うち最も活発な活動を行っている年齢層を尋ねたところ，
表 14 に示されるように，男性で 60 代以上（45.3％），女性
で 50 代以上（37.8％）という回答が得られている。
　また，会員の属性については，林家が多くを占める（68.0％）
一方で林家以外の関係者の参加が少ない現状が示されてい
る（表 15）。わが国の林業が育林生産を中心とする時代か
ら，伐出生産を中心とするものへと移行する中にあっては，
さらに幅広い会員層の獲得も視野に入れる必要があるので
はないだろうか。
　⑷　活動の概況
　次に，各林研グループの活動の重点が，設立当初，現在，
将来（予定・希望）とどのように変移しているのかについ
て尋ねた（表 16）。
　表中の網掛け部分は，それぞれの回答の内の上位 3項目
であるが，設立当初より，現在，将来と一貫して上位に位
表 12　会員数の動向
表 11　会員数の分布
表 10　合併の状況
表 13　会員の年齢構成
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置するのは「会員間の親睦・交流」であり，林研グループと
いう組織が，個々人の知識や情報の共有を目的とする側面
を期待して結成されたものであることからも当然であり，
また重要な結果となった（設立当初：58.2％→現在：58.8％
→将来：30.9％）。
　また，設立当初は「育林生産に関する知識・技術の開発
や習得」が上位に位置していたが，漸減傾向を示している
（設立当初：47.1％→現在：33.5％→将来：15.6％）。これは，
わが国の人工林資源が成熟期を迎え，それとともに林業関
係者の意識も育林生産から伐出生産へとシフトした結果で
あると捉えがちであるが，「伐出生産に関する知識・技術
の開発や習得」の回答結果をみるとそうではないことが明
らかである。この結果（設立当初：28.7％→現在：12.5％→
将来：15.6％）からはむしろ「林家の林業離れ」ともいえ
る事態が進行しつつあることが示唆される。
　この傾向とは逆に，漸増傾向を示すのが，「地域林業の
リーダー育成」である（設立当初：32.1％→現在：36.2％→
将来：59.0％）。閉塞感を増す林業（木材生産業）界にあっ
て強力な牽引力を持つリーダーの存在が希求されているな
かで，座してリーダーの出現を待つのではなく，自ら育成
に努めようとする心強い結果であるといえよう。
　また，「他の林研グループとの連携・交流」については，設
立当初こそ，高位を示したものの現在・将来ともに極めて
低位に留まっている（設立当初：35.2％→現在：9.7％→将
来：3.6％）。これについては，「異業種関連組織との連携・
交流」も同様に低位で推移しており，残念ながら閉鎖的な
グループが平均像であることを示す結果となっている。
　これらの活動展開を図る上での問題（障害）点について
尋ねた結果が表 17 である。この結果から明らかなように，
「会員の高齢化」を問題点としてあげるグループが過半数
を占め（57.6％），同様の根をもつと思われる「会員の確保」
表 16　グループの活動の重点
表 15　会員の属性（職業）
表 14　活発な年齢
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と応えるグループも多いことが分かる（26.1％）。さらに，
追い打ちをかけるように「財源の確保」の困難性を上げる
グループも多い（33.9％）という結果が明らかになった。
　こうした，自助努力の範囲を超えた問題への対処として
考えられるのが，他の組織との連携・協力関係の構築であ
るが，これについて尋ねた結果が表 18 である。
　この表に示されるように，現在の主な連携先としては，
地域林研や県林研（55.2％），市町村行政（51.7％），そして
森林組合（51.7％）が突出して多いことが分かる。この傾
向は，林研グループの設立当初から変わらないものであり，
将来の予定・希望についても，若干漸減傾向を見せるもの
の，同様に高位を示している。
　一方で，林研グループが，わが国の林業普及指導制度の
中から生み出された組織であることを考えあわせた場合に
大きな危惧を抱かざるを得ない結果も示されている。つま
り，試験研究機関との連携に期待が寄せられていないとい
う点である。
　現在の連携先についてみると，森林総合研究所をはじめ
とする国の試験研究機関については僅か 0.6％，都道府県
試験研究機関については 9.3％，大学等については 3.2％に
過ぎない。さらに，この傾向は設立当初からほぼ同様の傾
向を見せており，わが国における林業普及指導事業の試験
研究との乖離を如実に示す結果となった。この点について，
将来の予定・希望をみると，僅かではあるが現在よりも高
い希望がよせられていることが明らかであり，各試験研究
機関および関連行政機関が如何にこの声に応えるかが今後
の課題であろう。
　従来より，林業普及指導事業は試験研究と一体のもので
あり，換言すれば，公的な試験研究機関は個別林家を中心
とする林業関係者への成果還元が至上命題であるはずであ
るにも関わらず，林研グループからは連携を期待されてい
ないという実態を重く受け止める必要があるだろう。
　ただし，連携先としての市町村行政および都道府県行政
とは，現状下でも（市町村行政：51.7％，都道府県行政：
39.6％）連携を保っている実態も確認され，将来の予定・
希望についても同様に高位の結果が得られている（市町村
行政：44.2％，都道府県行政：31.5％）。森林・林業・山村
振興における地方行政機関の果たすべき役割は大きいこと
が示唆されている。
　⑸　林研グループの現状と課題
　これまで概観してきたような現状から，林研グループが
現在抱える問題点を次のように整理した。
　①事業体化を図るなどの新たな取り組みを開始している
グループを除き，多くのグループで活動が停滞しつつある。
　②森林・林業界を巡る社会・経済の動向の変化に対応で
きていないグループが数多く存在し，休眠あるいは解散を
余儀なくされるグループが頻出している。
表 18　連携・協力組織
表 17　活動上の問題点
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　③グループの目指す方向，組織維持のメリット，活動の
種類や幅等々において多様化が進み，活発なグループとそ
うでないグループの格差が増大しつつある。
　④会員間の懇親・親睦を図ることだけでは，林研グルー
プへの新規参加者にとっての魅力とはなりにくく，そのた
め会員規模の減少などの事態を招きつつある。
　これらの諸問題の原因としては，長引く林業の低迷や会
員の高齢化，関連異業種との交流や連携の希薄さなどが想
定されるものの，単位林研には為し得ない機能を持つべき
全林研や県林研などの連絡協議会や全林協，国や都道府県
の森林・林業関連行政等までもが厳しい現状の中で各林研
を支援する力を減じ，それとともに求心力を失いつつある
ことも残念ながら目を背けることのできない現状であろ
う。
　しかしながら，こうした一見四面楚歌にも思える現状下
にあって，全国で 3万人強の会員を擁する林研グループは，
わが国の森林・林業の発展と安定のためになくてはならな
い組織であることは疑う余地のないところであり，厳しい
現状を如何に打破し，将来に向けて如何に踏み出すかを講
じることが重要である。
　そのためには，各林研グループと県林研・全林研の役割
分担の明確化と連携の強化が求められようし，国および都
道府県行政との連携の強化も必要であろう。とりわけ各試
験研究機関との接点は現在ほとんど失われてしまってお
り，これとの連携の強化が強く望まれるところであり，林
研グループと試験研究機関を結ぶものとしての普及担当職
員の一層の活躍が期待される。
　また，林研グループの社会的な位置づけについても再検
討が求められる。森林ボランティア等の市民組織との関係
や木材生産に留まらず森林全体を保全する主体としての林
研のあり方を模索することも必要であろう。
　これらを通じて，林研グループが地域社会を牽引する
リーダー組織としての機能を発揮することこそが期待され
ている。
3．　森林教育実践主体としての
林業研究グループの可能性
　さて，これまで，林研グループの現状を概観し，発展的
な展開を期する上での課題の抽出を試みてきた。
　本稿の冒頭に於いて述べたように，森林教育実践の展開
上，林研グループに寄せられる期待は大きいのだが，これ
まで概観してきたような現状を踏まえ，林研グループがこ
うした期待に応えうる存在であるのかどうについて若干の
考察を試みたい。
　まず，既出の表 16 にみられる結果から考察を加えたい。
　この表を見ると，「一般市民を対象とした森林教育・環
境教育等の実施」について，現在で 29.7％のグループが既
におこなっており，この傾向はグループ設立当初から低か
らぬ数値（20.2％）を示しつつ漸増傾向にある。さらには，
将来の予定・希望では 32.7％と高い値を示している。
　わが国に賦存する森林が極めて高い多様性を誇るもので
あることから，森林を内容とする森林教育の展開にあたっ
ても，地域に根ざした多様できめ細かな実践内容が求めら
れる。こうしたことを考えると，実数値で 147 グループ，
割合にして 29.7％にのぼるグループが各地に根ざした森林
教育実践を既に展開しており，さらには，将来においても
さらに多くのグループが予定・希望していることは非常に
心強い現状が明らかになったといえよう。
　しかしながら，こうした現状を単に楽観視するわけには
いかない結果も得られている。
　つまり，同表中に見られるように，「一般市民を対象と
した活動を実施するための研修等」については，設立時に
こそ 10.1％のグループが活動の重点として取り上げている
ものの，現在では僅か 2.4％，将来の希望・予定において
も僅か 3.6％と，極めて低位に留まっているのである。
　一般市民を実践の対象として迎えた教育活動において
は，当然のことながら，木材を中心とする林産物生産で培っ
た知見では対処できない問題が山積している。
　活動対象者（＝学習者）の安全確保の問題，発達段階に
応じた適切な教育内容の選択，指導技術の醸成等々がその
代表である。
　一般市民を対象とした活動を希望しながら，そのために
必要とされる研修等は予定されていないという現実は大き
な不安材料として確認されるべきであろう。個別の林研グ
ループの弱体化が顕著な現状下にあっては，各々の自助努
力には自ずから限界があり，県林研・全林研等による各種
支援が望まれるポイントであろう。
　さらに，これも前掲の表 18 に明示されたように，他組
織との連携についても試験研究機関や教育機関との連携は
あまり期待されておらず，前述の不安を助長する材料と
なってしまっている。
　ともあれ，既に述べたように，全国の 3万人余りが参加
する林研グループは森林教育の今後の展開に際して，極め
て重要な役割を任ずることは間違いない。
　こうしたことからも，国および地方行政諸機関が，情報
提供・財源の安定化・求めに応じた試験研究の実施，産業
の安定化等々の諸側面からの支援を積極的に講じることが
重要である。
4．　今後の課題
　これまで，林研グループが森林教育実践主体として強く
期待されつつも，その実現に際しては大きな不安材料を抱
えるものである現状についてみてきた。
　それらの諸問題を解決するためには，財源の確保，人的
資源の確保等々の諸条件の整備が必要とされるが，森林教
育実践の主体として林研グループを措定する際には，これ
らに加えて，教育内容の選定，指導技術の確立，教材の開
発なども必要とされる点である。
　しかしながら，森林教育実践においては，上記の諸点に
関する取り組みは，教育の現場においても，あるいは研究
分野においても未だ不十分な現状下にある。
　特に，林業関係者が指導者となる実践の場合，その指導
は各自の経験則の域を脱することが難しく，実践の充分な
充実は期待しにくいのが現状であるといわざるを得ない。
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　その際には，教育内容をさらに吟味すると同時に，指導
者の指導技術の向上を図り，指導を補助する教材を開発す
るなどの努力も必要となろう。
　森林教育は，既に冒頭で概観したように，自然環境とし
ての森林を内容とするとともに，社会環境としての産業（＝
林業）をも伝えることを目的とするものである。
　当然のことながら，教育実践にあたっても，これら両側
面をカバーしつつ，一般市民が親しみやすい内容を担保す
ることが望まれよう。
　具体的には，地域の自然，地域の生業，地域の文化行事
等々が如何に森林を守り育ててきたものであるのかについ
てバランスよく網羅されることが必要となろう。
　2010 年には林野庁が森林・林業再生プラン11） を発表し，
わが国における森林政策・林業政策が大きな転換期を迎え
つつある。そうした中で，森林・林業再生プランの主軸の
一つとして人材育成マスタープラン12） も策定され，その中
ではフォレスター制度が創出され，林業普及指導事業に新
たな期待が高まっている。こうした現状下においては，本
稿において注目した林業研究グループにも，正負両面に及
ぶ大きな影響が出ることは想像に難くない。こうした政策
転換が林研グループにどのような影響を与え，それがわが
国における森林教育に如何に波及するものであるのかにつ
いての検討も今後の課題である。
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Summary：While the results of forest education among the common citizens, especially young people, 
have been  eagerly awaited, it is also expected that forestry leadership spreading projects should function 
as one of the forest education institutes.  Generally, in forestry leadership spreading projects beginning 
from 1990, not only was the participation of the citizens expected but the role of forestry study groups 
was also anticipated as a vital practicing body.  In this paper, first of all, the present situation of the study 
groups is considered.  Next, based upon the situation, we will investigate whether they would like to act 
as the main medium for forest education or not.  Lastly, this paper discusses the chief obstacles to the 
activities of this kind of citizen participation.  A questionnaire sent to 1487 forestry study groups in 2009 
as used as the main data.  By analyzing the data, the following facts were found.  ①Most of groups are 
not so active.  ②Some groups have been forced to dissolve.  ③There appears quite a gap among the 
groups because of the difference of their directions, merits, kinds and scales.  ④It is not enough for the 
members to communicate to each other but they also need some kind of morale to share.  On the other 
hand, as for the present situation of forest education, the following four points are made clear.  ①Some 
groups already have actual results, but  ②the system or the scheme for training the citizens in the prac-        
tice of forest education is not sufficient.  From this survey of the above facts, we can conclude that in 
spite of the fact that the forestry studying groups are supposed to exist as one of the key elements for 
practicing their activities, they are not so well organized to keep up with the real situation in this country 
and there are quite a few problems to solve among them.
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